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(a) Core Module 

 

EU 科目名： European Economy / 開講大学での科目名：欧州経済論 

大学・研究科 担当教員 時限 教室 

神戸大学大学院経済学研究科 ラルフ・ビーブンロット 後期（水曜日２時限) Ⅰ３２３ 

授業のテーマと目標 

魅力的な欧州連合について授業を行う。 

授業の概要と計画 

2007年 1月1日から欧州連合27ヶ国は大きな転換期を向かえており、この現象についての新しい情報を報告する。

第 1講から第 8講までは欧州連合、特に欧州連合のコーポレート・ガバナンス海外駐在社員について解説する。

第 10 講から第 12 講までは欧州連合と日本の合併と買収について解説する。 

 １．イントロダクション、紹介、授業の進め方 

 ２．欧州連合の歴史と有名な学者 

 ３．現代の欧州連合諸国 

 ４．ドイツの経済と経営 

 ５．日本における海外駐在社員 

 ６．日本におけるドイツの海外駐在社員 

 ７．欧州連合とコーポレート・ガバナンス・システム 

 ８．ドイツの共同決定とコーポレート・ガバナンス・システム 

 ９．小テストＩ、と会話 

 １０．ドイツのエネルギー法と政策 

 １１．欧州連合と日本の経済 

 １２．日本における投資 

 １３．日本におけるドイツの合併と買収 

 １４．欧州における日本の投資 

 １５．最後発表会と小テスト II 

成績評価方法と基準 

小テストを二つ（各 50％）。 

履修上の注意（関連科目情報等を含む） 

毎週、重要な点について様々な質問をする。これらに答えることができれば、理解力が深まると思う。 

学生へのメッセージ 

日本語で生徒が十分に理解できるように努力する。 

参考書・参考資料等 

○Bebenroth, R. A Note on political EU-Japan relations and economic ties: Efforts through cooperation 

programs, Kobe Economic & Business Review 52nd Annual Volume 2007 (Forthcoming). 

○ Bebenroth, R.: In the wave of M&A: Europe and Japan (ed.). Iudicium Verlag, Germany, ISBN: 

978-89129-430-7. 

○ Bebenroth, R. /Li, D.: Performance Impact at the Board Level: Corporate Governance in Japan, Asian 

Business Management, Vol. 6, No. 3, Sept. 2007, p. 303-326.  

○ Bebenroth, Li:ドイツ企業による日本企業のＭ＆Ａ－競争優位を作るためにー。財務管理研究の報告第１８号、

p.24-33. M&A of German Companies in Japan- For a better competition. Journal of the Japanese Finance 

Association, No. 18, 2007, p. 24-33. 

○ Bebenroth. R. /Vollmer, U. Bank of Japan versus Eurosystem: A Comparison of Monetary Policy Institutions 

and Conduct in Japan and in the Euro Area, in Intereconomics, 2007, Vol. 1, p. 43-53 
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EU 科目名：History of European Integration 

開講大学での科目名：欧州統合史 

大学・研究科 担当教員 時限 教室 

神戸大学大学院経済学研究科 奥西 孝至 後期（月曜日５時限） Ⅰ３２０ 

授業のテーマと目標 

現在進行している EU を軸としたヨーロッパの経済統合を、中世末期から現代に至る広義の経済統合の流れの中

に位置づけ、その特質を明らかにする。 

授業の概要と計画 

配布するプリントを基に以下のテーマについて講義する。 
 グローバル化の端緒としての近代ヨーロッパ世界システム 
 グローバル化と近代ヨーロッパ商業 
 地域の経済構造変化と価格体系 
 地域統合と経済制度、経済政策 
 地域分業化の進展と工業化の始動 
 工業化の進展とヨーロッパ経済統合 
 パックスブリタニカとヨーロッパ経済統合 
 世界大戦とヨーロッパ経済統合 
 ヨーロッパ経済統合と EU 
成績評価方法と基準 

期末テスト並びに学期途中で行うレポートの総合評価による。 

履修上の注意（関連科目情報等を含む） 

世界史および経済史の基本的な知識が前提となる。前期に開講する西洋経済史（中世末期～近代初頭の地域の

経済構造変化と価格体系、地域統合と経済制度、経済政策について特に深く扱う）は、欧州の経済統合の起点

となる経済現象についての詳細を明らかにする。 

学生へのメッセージ 

現代経済を理解する上での歴史分析の重要性を明らかにしたいと思います。 

テキスト 

配布するプリントによる。 

参考書・参考資料等 

必要に応じて授業中に指示する。  

 
EU 科目名：Japan-EU Relations / 開講大学での科目名：日本・EU 関係論 

大学・研究科 担当教員 時限 教室 

神戸大学大学院法学研究科 増島 建 

多湖 淳 

後期（土曜日３・４時限） 

開講日程（予定）：10/4、10/18、

11/8*、11/15、11/29、12/13、

1/10 

Ⅱ１６３ 

*11/8 のみ

ア カ デ ミ ア

館５０４ 

授業のテーマと目標 

本年度は、「日本外交におけるＥＵ」と題して、日本のさまざま外交課題の中でＥＵとの関係がどのような意

味をもっているのか、をテーマとします。外務省の全面的な協力により、第一線の外交官により日本外交の課

題をさまざまなテーマ別に講義していただきます。 

授業の概要と計画 

１０月４日（土） 

１．日本・ＥＵ関係総論－日本・ＥＵ首脳会議のテーマと今後の展望－（欧州局政策課 岡田隆課長） 

  －日本・ＥＵ首脳会議の最近のテーマ・争点はどのようなものか 

  －世界の諸問題に関する日本・ＥＵの対応・協力関係はどのようなものか 

  －日本外交におけるＥＵの位置づけはどのようなものか 

１０月１８日（土） 

２．地球環境問題と日本・ＥＵ（地球規模課題審議官組織 大江博審議官） 

  －地球環境問題をめぐる最近の情勢はどのようなものか 

  －日本の地球環境問題に関する政策はどのようなものか 
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  －地球環境問題をめぐる日本とＥＵの関係はどのようなものか 

１１月８日（土） 

 ３．軍縮外交と日本・ＥＵ（軍縮不拡散組織 軍備管理軍縮課 森野泰成課長） 

  －世界の軍縮をめぐる状況はどのようなものか 

  －軍縮に関する日本の政策はどのようなものか 

  －軍縮外交における日本とＥＵの関係はどのようなものか 

１１月１５日（土） 

 ４．中東外交と日本・ＥＵ（中東アフリカ局 中東第一課 三上正裕課長） 

  －中東の情勢はどのようなものか 

  －日本の中東政策はどのようなものか 

  －中東政策において日本とＥＵの関係はどのようなものか 

１１月２９日（土） 

 ５．経済協力と日本・ＥＵ（国際協力局 総合計画課 前田徹課長） 

  －国際開発協力の動向はどのようなものか 

  －日本のＯＤＡ政策の最近の動向はどのようなものか 

  －国際開発協力における日本とＥＵの関係はどのようなものか 

１２月１３日（土） 

６．対米外交と日本・ＥＵ（北米局 北米第一課 山野内勘二課長） 

  －アメリカの内政・外交の動向（特に大統領選の評価と今後の見通し） 

  －日米関係の現況と課題はどのようなものか 

  －日米関係にとってのＥＵの位置づけ（大西洋関係をどうみるか） 

１月１０日（土） 

 ７．南東アジア外交と日本・ＥＵ（南部アジア部 南東アジア第二課 石川浩司課長） 

  －東南アジア（あるいは西アジア）の状況はどのようなものか 

  －日本の東南アジア（あるいは西アジア）政策はどのようなものか 

  －日本のアジア政策における日本とＥＵの関係はどのようなものか 

成績評価方法と基準  

出席と期末レポートで評価を行います。（レポートについては授業で詳細を説明します。） 

履修上の注意(関連科目情報等を含む) 

－２００８年度前期に「アジア・ＥＵ関係論」を履修した学生も履修できます 

学生へのメッセージ 

－やむをえない事情により日程等が直前に変更になることもありえますので、適宜ＥＵＩＪ関西ＨＰ、法学部

掲示板にて確認してください。 

 

 
(b) Economic Module 

 
EU 科目名：International Finance / 開講大学での科目名：国際金融論 

大学・研究科 担当教員 時限 教室 

神戸大学大学院経済学研究科 井澤 秀記 後期（土曜日４時限） ア カ デ ミ ア

館４０４ 

授業のテーマと目標 

主として社会人コース対象の大学院修士レベルの国際金融論の知識を習得することが目標です。 

大学院レベルの日本語の教科書を使って国際金融の現象や諸問題についてできるだけわかりやすく理論的に講

義する。 

授業の概要と計画 

１.国際収支の概念および経常収支の調整メカニズム 

２.外国為替相場の決定理論－アセット・アプローチ 

・購買力平価説（PPP），カバーつき（なし）の金利平価説，先物市場の効率性仮説，ランダム・ウォーク仮説

など用語の解説 

・ドーンブッシュのオーバーシューティング・モデル 

・ブランソンのポートフォリオ・バランス・アプローチ 
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３.為替介入の効果 

４.マンデル・モデル－小国開放経済における固定・変動為替相場制度下における金融・財政政策の有効性 

５.国際政策協調のゲーム論的アプローチ 

６.国際通貨システム 

７.最適通貨圏の理論、欧州通貨統合と欧州単一通貨ユーロ(Euro） 

８.通貨危機の理論 など 

成績評価方法と基準 

授業の終わりに時間が残った時に小テスト（20％）をする。レポートではなく、期末筆記試験（80％）を行う。

試験問題は、講義の中で話した範囲から出します。 

履修上の注意（関連科目情報等を含む） 

国際金融論（学部、後期） 

実証国際金融論（大学院、後期） 

オフィスアワー・連絡先 

初回の授業の時にいいます。 

学生へのメッセージ 

現実の国際金融の問題に関心をもつため、たとえば日本経済新聞朝刊の国際面の記事を読んで下さい。そこに

書いてあることを理解できるようになり習ったことで自分なりに説明できるようになることもこの講義の目的

の一つです。講義中わからないことがあったら遠慮せずに手を挙げて質問して下さい。 

前回の授業アンケートに基づく改善や工夫 

板書する時は大きな字で見やすいように書きます。 

テキスト 

小川英治・川崎健太郎 著『ＭＢＡのための国際金融』有斐閣（2007 年）3,100 円＋税 を予定していますが、

後期が始まるまでに他に良い教科書が出た場合は変更することもありますので、大学生協で確認してから購入

して下さい。この本は、ＭＢＡ（経営学修士）と書いてありますが、経済学修士のテキストとしても充分使え

ます。１２章から成っていますので、毎回ほぼ１章のペースで進めますが、順不同です。実証分析のところな

どはスキップします。該当する章を読むことが最低限の宿題になります。 

参考書・参考資料等 

新聞の切り抜きや資料のコピーはその都度配布しますが、著作権の関係でダウンロードはできません。参考書

もその都度いいます。  

 
EU 科目名：Econometric Approach to International Finance 

開講大学での科目名：実証国際金融論 

大学・研究科 担当教員 時限 教室 

神戸大学大学院経済学研究科 岩壷 健太郎 後期（木曜日１時限） Ⅲ２０６ 

情報処理

演習室 

授業のテーマと目標 

上級レベルの国際金融論、特に実証分析に焦点を当てた講義を行います。国際金融論、マクロ経済学、金融論、

ファイナンスの分野で実証論文を書きたいという願望はあるものの、どのような分析手法があるのか、どの分

析手法を用いればいいのか分からないという学生を対象に、国際金融論のトピックスを題材として時系列分析

の手法を紹介する実践的な講義です。計量理論よりも応用の仕方について重点的に解説し、学生と共に Eviews

を使って推計・検定を行います。 

授業の概要と計画 

１．単位根、共和分、共和分の構造変化-----為替先物相場の不偏性 

２．VAR、VECM----マンデル＝フレミング・モデルにおける金融政策ショックの分析 

３．パネル単位根、パネル共和分---購買力平価の検定 

４．GARCH、EGARCH、GARCH-M ----株価の国際的伝染効果 

５．状態空間モデル（カルマン・フィルター）----為替のエクスポージャー 

６．マルコフ・スイッチングモデル（最尤法）----米国の経常収支赤字、構造変化点の推計 

７．Stochastic Volatility モデル（マルコフ連鎖モンテカルロ法）----為替モデル 

成績評価方法と基準 

期末試験（40％）、ほぼ毎週出す宿題（50％）、出席・発言（10％）で評価します。 
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履修上の注意（関連科目情報等を含む） 

1) 学部の上級計量経済学、大学院の計量経済学や応用時系列分析を履修した学生を対象にします。GMM と最尤

法（ML）の推計方法を理解していない履修希望者は入念な事前勉強が必須です。 

2) Eviews を使ったことのない学生は滝川好夫/前田洋樹著「Eviews で計量経済学入門」、松浦克己/コリン・

マッケンジー著「Eviews による計量経済学入門」、Eviews 付属マニュアルなどを参照し、情報処理室で Eviews

による簡単な OLS 推計ができるように予習しておいてください。 

3) 情報処理室の座席は限られていますので授業登録をしない学生の聴講はご遠慮ください。 

オフィスアワー・連絡先 

メール（iwatsubo＠econ.kobe-u.ac.jp）でアポを取ってください。 

学生へのメッセージ 

1) 留学生のために英語も交えて講義を行います。 

2) 授業での配布資料は http://www.econ.kobe-u.ac.jp/~iwatsubo/で公開します。 

3) 前回のアンケート調査の結果を踏まえて、受講生の理解度に合わせて授業の進め方を調整します。 

テキスト 

Mark, N., “International Macroeconomics and Finance,” Blackwell, 2001. 

参考書・参考資料等 

Cochrane,J.の“Time Series for Macroeconomics and Finance”

(http://faculty.chicagogsb.edu/john.cochrane/research/Papers/time_series_book.pdf) 

Juselius, K., “The Cointegrated VAR Model,” Oxford, 2006. 

渡部敏明著「ボラティリティ変動モデル」朝倉書店、2000 年 

J.ダービン/S.J.クープマン著「状態空間モデルによる時系列分析入門」シーエーピー出版、2004. 

Kim/ Nelson, “State-Space Models with Regime Switching,” MIT Press, 1999. 

Brooks, C., “Introductory Econometrics for Finance,” Cambridge, 2002. 

ＵＲＬ 

http://www.econ.kobe-u.ac.jp/~iwatsubo/ 

 
EU 科目名：Economic Integration (Applied International Economics Ⅱ) 

開講大学での科目名：応用国際経済学 II 

大学・研究科 担当教員 時限 教室 

神戸大学大学院経済学研究科 後藤 純一 後期（火曜日３時限） Ⅰ３２０ 

授業のテーマと目標 

地域経済統合の経済的効果についての理論的・実証的分析をテーマとし、近年、世界各地で盛んになった地域

経済統合（EU, NAFTA, APEC, AFTA, MERCOSUR など）が世界経済にどのような影響を及ぼすかを、厳密な経済

学の観点から分析する能力を身につけることを目標とする。 

授業の概要と計画 

地域経済統合に関する論文（ほとんどが英文）を多数読むことによって次の点について学習する。 

＊ 地域経済統合の歴史 

＊ 地域経済統合の最近の動き 

＊ Customs Union の理論 

＊ 地域経済統合についての最近の理論 

＊ 地域経済統合の効果についての実証研究 

最初の数回の授業においては、学生に基礎知識を与えるため教官が講義を行うが、それ以降は、毎週地域経済

統合に関する重要な論文（英文中心）を選び、受講する学生が輪番で報告し、これをもとにディスカッション

するというかたちで授業をすすめる予定である。 

成績評価方法と基準 

輪番での論文報告（30%）、毎回の授業でのディスカッションへの貢献度(15%)、および最後のレポート（55%）

によって総合的に評価する。 

履修上の注意（関連科目情報等を含む） 

授業で取り扱う教材の中心が英文ジャーナル掲載論文であるため、履修のためにはミクロ経済学、マクロ経済

学、（そして国際貿易論）を学習し終えていることが不可欠。また、英文の学術論文が容易に読めるだけの語

学力を有していることも不可欠。 

オフィスアワー・連絡先 

jgoto＠rieb.kobe-u.ac.jp 
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学生へのメッセージ 

経済原論（ミクロ・マクロ）と国際経済学の知識、および英語の学術論文がほとんど辞書なしで読めるだけの

語学力がない場合には単位取得は困難である。 

テキスト 

学術誌に掲載された論文を読んでいくので特に教科書というのは定めない。強いて言えば「Journal of Economic 

Integration」の最近号を読んでおくとよい。 

 
EU 科目名：Structure and Development of EU Automobile Industry B 

開講大学での科目名：商学特別講義（EU 自動車産業の構造と発展 B-戦略的視点-）  

大学・研究科 担当教員 時限 教室 

関西学院大学大学院商学研究科 ホルガー・ロベルト・ブン

グシェ 

後期（火曜日２時限） 院２０２ 

講義概要 

EU にとって自動車産業は何より重要な産業である。自動車産業は全 EU の GDP に３％、全研究開発の投資に２

０％、そして EU 域外の貿易に５％を占めている。その上、自動車産業では２００万人が直接に、１０００万人

が間接的に雇用されている。EU 自動車市場は、販売台数ベースでアメリカ市場に次いで、世界の第２位の市場

規模を誇っています。一方、この欧州自動車市場は、「グローバル・プレイヤー」たる世界の有力自動車メー

カーがしのぎを削る最も競争の激しい市場です。他方、日本自動車産業と同様にヨーロッパの OEM と部品メー

カーは賃金コストの低い地方への製造拠点の移動、中国、インドなどの急速に拡大している新市場、自動車の

安全性を高めることと環境を守る社会的な要求、そして持続可能な経済を実現できる代替エネルギーと新エン

ジン技術の研究開発などの巨大な挑戦に直面している。本講義では、春学期のテーマを深化させ拡大し、今現

在の欧州自動車産業の課題と上記に述べた新挑戦について、競争戦略論の視点から考察します。 

 
EU 科目名：The Economics of EU Environmental Policy 

開講大学での科目名：EU 環境政策の経済  

大学・研究科 担当教員 時限 教室 

関西学院大学大学院総合政策研究科 中野 幸紀 後期（水曜日４時限） Ⅲ－３２０（神戸

三田キャンパス） 

講義概要 

EU の環境政策については、ECSC、JRC などにおける多様な環境技術分野での共通政策立案経験を経て、EC にお

ける単一市場統合、産業競争力強化、欧州研究開発空間（ERA）拡大、市民生活と職業環境改善などの共通政策

と密接に関連しながら成立・発展してきた。このような総合政策としての EU 環境政策を概説する。あわせて、

環境政策の経済的影響の評価方法などを習得・理解する。そのため、生産関数、産業連関分析などのエクセル

を使った分析手法を説明し、PC 教室においてエクセル・ワークシートを使った実習をあわせて行う。 

 
EU 科目名：Western (European) Economic and Social History II 

開講大学での科目名：西洋経済史Ⅱ 

大学・研究科 担当教員 時限 教室 

大阪大学大学院経済学研究科 佐村 明知 後期（木曜日２時限） B１０５ 
授業の目的  

西洋経済史研究ならびに比較経済史研究に必要な基本的知識の習得を主目的とする。 

講義内容  

西洋経済史研究ならびに比較経済史研究に関連する主要な論争やテーマをとりあげ、 

包括的な検討を行う。また、関連の重要論文の輪読と討議を行う。 

教科書  

授業中に適宜指示する。 
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参考文献  

授業中に適宜指示する。 

成績評価  

授業や討議への参加状況ならびに学期末の研究レポートを参考に評価する。 

 
EU 科目名：Comparative Business History II / 開講大学での科目名：比較経営史Ⅱ 

大学・研究科 担当教員 時限 教室 

大阪大学大学院経済学研究科 阿部 武司 後期（火曜日４時限） B１０５ 

授業の目的  

比較経営史に関する理解を深める上で有益な日本語文献を多読する。 

講義内容  

教科書を輪読し、近年研究の進展が著しい戦前の東京と横浜に関する経営史・経済史について学んでもらう。

外国の事例も適宜紹介する。  

教科書  

老川慶喜・大豆生田稔編『商品流通と東京市場』（日本経済評論社、2000 年）、横浜近代史研究会・横浜開港

資料館編『横浜の近代』（日本経済評論社、1997 年）、横浜近代史研究会・横浜開港資料館編『横浜近郊の近

代史』（日本経済評論社、2002 年）。 

参考文献  

武田晴人編『地域の社会経済史』（有斐閣、2003 年）。 

成績評価  

平常点（出席、報告、討議への参加度）による。 

 
EU 科目名：Western (European) Business History II / 開講大学での科目名：西洋経営史Ⅱ 

大学・研究科 担当教員 時限 教室 

大阪大学大学院経済学研究科 鴋澤 歩 後期（水曜日２時限） B１０５ 
授業の目的  

近現代におけるヨーロッパの諸産業・企業の展開について、基礎的な知識を得ること。日本経済についての研

究にあたっても、異なった特徴をもつと考えられる経済システムとその構成要素である諸企業の歴史的背景に

関する基本的な理解は、比較考察のうえで不可欠である。本授業は専門的な外国経済史・経営史研究の基盤だ

けではなく、日本と外国との比較史的研究の基盤ともなるべき知識を提供するよう努めたい。 

講義内容 

経営史・経済史の学問分野としての成立史に関する導入的な講義を行なったのち、入門書的文献を輪読する。

文献については出席者と相談のうえ決定する。 

教科書  

None  

参考文献  

経営史学会・編『外国経営史の基礎知識』有斐閣、2005． 

成績評価  

平常点による 

 
EU 科目名：Trade II / 開講大学での科目名：貿易Ⅱ 

大学・研究科 担当教員 時限 教室 

大阪大学大学院経済学研究科 阿部 顕三 後期（水曜日３時限） ６０５ 
授業の目的  

国際経済学、空間経済学の最新の研究を把握し、参加者がその分野で論文を執筆する能力を身に付ける事を目

的とする。国際間での産業集積の理論、租税競争の理論、国際貿易による人的資本蓄積への影響、企業のイノ

ベーション活動への影響等、今日、注目されている分野の研究を進める。 

講義内容 

参加者が各自の論文もしくは既存論文について報告する。 
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教科書  

特に無し。 

参考文献  

特に無し。 

成績評価  

平常点によって評価する。 

 
EU 科目名：International Monetary System / 開講大学での科目名：経済学特論（国際通貨制度） 

大学・研究科 担当教員 時限 教室 

大阪大学大学院経済学研究科 高木 信二 後期（月曜日２時限・金曜

日１時限）週２回講義 

５０９ 

授業の目的  

為替制度、通貨危機、経済安定化、国際資本移動に焦点を当て、国際通貨制度にかかわる諸問題を、歴史的、

制度的、分析的観点から学ぶ。 

履修条件・受講条件  

講義に出席し、割り当てられた論文・資料を読むことが求められる。希望に応じて、タームペーパーを発表し

てもらうこともある。 

講義内容 

特になし。 

教科書  

特になし。 

参考文献  

第１回目の授業で指示する。 

成績評価  

中間試験、期末試験、タームペーパー、出席、授業参加による。第１回目の授業を欠席した者、正当な理由な

く２度以上欠席した者には単位を認定しない。 

 
EU 科目名：Entrepreneurship / 開講大学での科目名：企業家活動 

大学・研究科 担当教員 時限 教室 

大阪大学大学院経済学研究科 金井 一頼 後期（木曜日２時限） ５０５ 
授業の目的  

本講義は、企業家活動をベンチャー創造に関わる経営現象との関係で明らかにすることを目標としている。こ

の講義の目的を達成するために、本講義では企業家活動の概念を明確にするとともに、それをベースにしてベ

ンチャーの創造と発展のプロセス、ビジネスモデル、ネットワーク活動、大学における企業家活動、産業クラ

スターなどの重要なトピックスと関連づけて体系的に講義する。また、ベンチャー創造と企業家活動の理解を

深めるために、多様なケーススタディ（可能ならば、ライブケーススタディも含めて）を行う。 

本講義の受講によって、ベンチャー創造と企業家活動に関する多様な経営現象を体系的に理解できるようにな

る。 

講義内容 

I    企業家活動の概念 

II   ベンチャー創造と企業家活動 

III  べンチャー発展のプロセス 

IV   事業コンセプトと資源動員 

V    ビジネスモデル 

VI   大学発ベンチャー 

VII  ソシオダイナミクスベンチャーと社会企業家 

VIII 産業クラスターと企業家活動 

IX   社内ベンチャーと企業家活動 

教科書  

特になし 
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参考文献  

金井一頼・角田隆太郎『ベンチャー企業経営論』有斐閣 

その他の文献については、その都度指示する。 

成績評価  

日常点（ディスカッションへの参加・出席）とレポートにより判断する。 

 
 
(c) Law and Politics Module 

 
EU 科目名：Current Topics II / 開講大学での科目名：EU 論Ⅱ 

大学・研究科 担当教員 時限 教室 

神戸大学大学院法学研究科 シルヴィウ・ジョラ 後期（金曜日３時限） Ⅱ１０４ 

授業のテーマと目標 

The course intends to provide a more extensive understanding of EU by focusing on the most challenging 

issues faced by the Union. The course is also approaching the EU member states dynamics in the 

communitarian context. In addition, the course will approach several factual case studies. 

授業の概要と計画 

The course is divided is three main parts: challenges (deepening Vs widening, the EU democratic deficit, 

the new security threats, EU and the Global competition); EU member states dynamics (the core members, 

the Northern, Southern and Eastern EU members); case studies (EU-WTO, EU-UN and Global Governance, EU-US, 

CFSP - crisis management, EU relations China, the North Korea issue etc). 

成績評価方法と基準 

55% - a research paper - each student will be required to prepare a short paper (7-10 pages) on a topic 

to be agreed with the instructor. 45% - class participation (continuous assessment). Both, class 

participation and research paper are required in order to obtain a credit. 

学生へのメッセージ 

The course is meant to be highly interactive. Aiming to stimulate their oral discourse skills, the 

students are encouraged to actively participate in the class debates. 

テキスト 

Necessary text materials will be provided before each class session. 

参考書・参考資料等 

Wallace W and Wallace H (eds) Policy Making in the EU. Online: "Europa" web site of the European Union 

http://europa.eu/ Source for articles on European Integration (European Research Papers Archive): 

http://eiop.or.at/erpa The Centre for European Policy Studies http://www.ceps.be 

 
EU 科目名：European Legal History / 開講大学での科目名：西洋法史特殊講義 

大学・研究科 担当教員 時限 教室 

神戸大学大学院法学研究科 瀧澤 栄治 後期（金曜日２時限） Ⅱ１０１ 

授業のテーマと目標 

ローマ法史に関する英語文献を読む。法史学研究の基礎を学び、また外国語文献を読む力を養うことが目標で

ある。 

授業の概要と計画 

下記文献の第１章「ローマ法展開の出発点としての初期都市国家」、第２章「初期の時代の市民法」を読む。

参加者には、一文ずつ読み、訳してもらう。  

Kunkel, An Introduction to Roman legal and constitutional History  

なお、本書はドイツ語原著の翻訳であり、参加者によっては、原著の参照を求めることがある。 

成績評価方法と基準 

成績は、出席および報告により評価する。 

履修上の注意(関連科目情報等を含む) 

内容は、ローマ時代の初期、王政期と共和政期の法史であり、当該時代のローマ史について、基礎的な知識を
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有していることが望ましい。 

テキスト 

テキストはコピーしたものを配付する。 

参考書・参考資料等 

特になし。 

 
EU 科目名：European Competition Law / 開講大学での科目名：経済法特殊講義 

大学・研究科 担当教員 時限 教室 

神戸大学大学院法学研究科 泉水 文雄 後期（月曜日２時限） Ⅱ１６１ 

授業のテーマと目標 

経済法（独占禁止法，競争法とその関連分野）に係る最新の事件・問題を取り上げて研究する。 

授業の概要と計画 

経済法に関して受講者の研究テーマに関連する報告を基に行い、さらに相互の討論を行う。その際，参加者の

構成によっては、日本法だけでなく、米国と EU（EC）との比較も行うことがある。 

成績評価方法と基準 

報告、討論および平常点を総合的に評価する。 

テキスト 

最初の授業において決定する。 

参考書・参考資料等 

授業の際に適宜指示する。 

 
EU 科目名：European Private International Law / 開講大学での科目名：国際民事法特殊講義 

大学・研究科 担当教員 時限 教室 

神戸大学大学院法学研究科 齋藤 彰 後期（月曜日２時限） フロンティア館４０６ 

授業のテーマと目標 

ウィーン売買条約を用いて国際売買に関する法的問題を解決する能力を身につけることを目標とする。 

授業の概要と計画 

内外の文献を毎回受講者に割り当てて、報告を行ってもらい、それに対して議論を行う。 

成績評価方法と基準 

次の二つの項目に従って決定する。 

1）報告の担当（60％） 

2）出席や議論への参加状況などの平常点（40％） 

履修上の注意(関連科目情報等を含む) 

十分な予習と復習が必要となる。日本語だけでなく英語の文献も用いる。 

オフィスアワー・連絡先 

オフィスアワー：受講者と相談の上で決定する。 

連絡先：Eメール（asaito＠kobe-u.ac.jp） 

学生へのメッセージ 

講義以外の時間にも、予習復習に多くの時間を割く必要がある。 

テキスト 

文献を配布する。 

参考書・参考資料等 

絹巻＝齋藤編著『国際契約ルールの誕生』（同文館・2006） 

「特集：国際ビジネス法フォーラム；国際契約の新時代」JCA ジャーナル 2008・2 月号、3月号。 
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EU 科目名：Comparison of Political System / 開講大学での科目名：比較政治システム論 

大学・研究科 担当教員 時限 教室 

大阪大学大学院国際公共政策研究科 木戸 衛一 後期（月曜日４・５時限） 

隔週講義 

演習室Ａ 

授業の目的 

新自由主義が席巻する今日のいわゆる先進諸国では、社会経済状況の格差拡大と民主主義の形骸化が深刻な問

題となっている。自由と平等がある程度両立した 20 世紀型民主政治が危機に瀕するなか、政治の有効性への信

頼を回復し、人間的・連帯的な政治社会を実現する方法を模索する。 

講義内容 

当面は下記文献を輪読し、受講者が関心を抱く国家社会の「ポスト･デモクラシー状況」について報告・討論を

行う。 

教科書  

コリン・クラウチ『ポスト・デモクラシー』青灯社、2007 年 

参考文献  

木戸衛一編著『「対テロ戦争」と現代世界』御茶の水書房、2006 年 

成績評価  

授業への意欲的参加とレポートの提出。 

 
EU 科目名：Gender and the Law / 開講大学での科目名：演習（ジェンダーと法）  

大学・研究科 担当教員 時限 教室 

大阪大学大学院国際公共政策研究科 床谷 文雄 後期（火曜日４時限） 演習室Ａ 

授業の目的  

平成１１年度から１５年度までの演習（女性と法）の対象を拡大し、１６年度から演習（ジェンダーと法）と

して行っている。性、ジェンダー、セクシュアリティーと法律（制度・意識・実態）について考える場とする。

性・性別を規準として社会と法を構成することの意義を検討し、性にかかわる法と政策をテーマとして討議す

る。ＥＵ諸国における動向との比較もしながら、わが国における法システムのあるべき姿について検討する。

履修条件・受講条件  

家族法、刑法、労働法などの基礎知識を備えていることが望ましいが、法律の知識は十分でなくても、性・性

別、とくに女性と法の関係について考え直してみようという意欲のあるものは歓迎する。ジェンダー法学がは

じめての者は、下記文献を読んでおくこと。 

講義内容  

参加者の関心に即してテーマを定め、受講者による報告を踏まえて、全体で討議する。 

 ● 結婚制度の問題（同性カップルの問題を含む） 

 ● 夫婦間暴力（ドメスティック・バイオレンス）と法規制（外国法の検討を含む） 

 ● 買売春と性的自己決定 

 ● リプロダクティヴ・ライツとジェンダー 

 ● セクシュアル・ハラスメント 

 ● 男女共同参画政策の検討 

教科書 

特になし。 

参考文献  

辻村みよ子『ジェンダーと法』（不磨書房、2005 年）、戒能民江編『ドメスティック・バイオレンス防止法(尚

学社、2001 年）、戒能民江『ドメスティック・バイオレンス』（不磨書房、2002 年）、日本弁護士連合会両性

の平等に関する委員会『司法における性差別』（明石書店、2002 年）、金城清子『ジェンダーの法律学』（有

斐閣、2002 年）、浅倉むつ子・戒能民江・若尾典子『フェミニズム法学』（明石書店、2004 年）、池内靖子・

二宮周平・姫岡とし子『改訂版２１世紀のジェンダー論』（晃洋書房、2004 年）、水野紀子編『家族―ジェン

ダーと自由と法』（東北大学出版会、2006 年） 

成績評価 

単位を取得するためには、出席・報告義務を果たすほか、小論文（１万字程度）の提出が必要である。 
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EU 科目名：Theory of International Institutions / 開講大学での科目名：特殊講義（国際制度論Ⅱ） 

大学・研究科 担当教員 時限 教室 

大阪大学大学院国際公共政策研究科 栗栖 薫子 後期（木曜日２時限） 演習室Ｂ

授業の目的  

国際関係や対外政策研究における意思決定の問題について、基礎的な文献からはじめて、後半ではとくに制度

的側面から考察を試みる。 

履修条件・受講条件  

毎回の課題文献を読んでくること、ディスカッションへ積極的に参加することが求められる。 

国際政治学、政治学などを過去に履修するなど、あらかじめ知識をもっていることが必要とされる（中級以上

向き）。 

講義内容  

Ⅰ 基本的なモデル 

１．アリソンモデルと、対外経済政策決定過程 

佐藤英夫『対外政策』東大出版、1989 年、１－４章。 

グレアム・アリソン『決定の本質』中央公論社、1977（1971）年。（Graham Allison, Essence of Decision, 

1971). Graham Allison and Philip Zelikow, Essence of Decision, Longman, 1999. 

Cohen, the Making of United States International Economic Policy, 1994.  

２．合理的選択、満足化、政策の窓 

Brown et.al., eds., Rational Choice and Security Studies, MIT Press, 2000. 

Simon, Administrative Behavior: A Study of Decision-making Processes in Administrative 

Organizations, Frree Press, 1945 (1997). 

John Kingdon, Agendas, Alternatives, and Public Policies, Longman, 1995. 

３．国内政治・制度による対外政策決定への影響－two-level games－ 

Evans, Jacobson and Putnam eds., Double-Edged Diplomacy: International Bargaining and Domestic 

Politics, University of California Press, 1993. 

Risse-Kappen ed., Bringing Transnational Relations Back in: Non-State Actors, Domestic Structures 

and International Institutions, Cambridge UP, 1995. (three-level games?) 

４．アイディアとエピステミック・コミュニティの役割 

Peter Haas, Saving the Mediterranean, Columbia UP, 1990. 

Goldstein and Keohane eds., Ideas and Foreign Policy, Cornell UP, 1993. 

５．多角的交渉 

Young, International Governance, Cornell UP, 1994. 

Hampson, Multilateral Negotiations: Lessons from Arms Control, Trade and the Environment, Johns 

Hopkings UP, 1995. 

６．文化・制度と対外政策 

Katzenstein ed., The Culture of National Security, Columbia UP, 1996. 

Ⅱ 具体的事例の検討（受講者の関心にあわせるが、例として） 

Moravscik, “Negotiating the Single European Act: National Interests and Conventional Statecraft in 

the European Community,” International Organization, 45-1 (winter 1991) 

Patterson, “Agricultural Policy Reform in the European Community: A Three-Level Game Analysis, 

International Organization, 51-1 (winter 1997). 

Pollack, “Delegation, Agency and Agenda Setting in the European Community,” International 

Organization, 51-1 (winter 1997). 

Hog and Konig, “In view of Ratification: Governmental Preferences and Domestic Constraints at 

Amsterdam Intergovernmental Conference,” International Organization, 56-2 (spring 2002). 

教科書 

講義内容を参照 

参考文献 

講義内容を参照 

成績評価  

文献の報告、ディスカッション、ならびに期末に提出するレポート（８枚程度）を総合して評価。 
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EU 科目名：European System of the Protection of Human Rights 

開講大学での科目名：演習（ヨーロッパ人権保障体制） 

大学・研究科 担当教員 時限 教室 

大阪大学大学院国際公共政策研究科 村上 正直 後期（金曜日２時限） 演習室 A

授業の目的  

欧州人権条約の履行監視機関である欧州人権裁判所の判例を検討する。欧州人権裁判所は、早くから活動を開

始し、国連が中心となって作成した人権条約の実施にも大きな影響を与えてきた。この授業では、欧州人権裁

判所の判例の内容とその是非、他の条約履行監視機関の実行との比較などを中心として検討を進める。具体的

にとりあげる判例については、受講者の希望を考慮に入れ、後日決定する。 

履修条件・受講条件  

国際人権法の基本的知識が必要である。また、英文の文献と判例を読む努力をいとわない者を望む。なお、受

講者の学習の程度と希望を考慮に入れて全体の授業計画を決定するため、８月末までに村上宛てメールにおい

て、１:受講を希望する理由、２:報告を希望する事項（例えば、表現の自由。第３希望まで）、及び３:その他、

授業で取り扱われることを希望する事項を通知すること。期限内にこのメールを送付しない者には受講を認め

ないこともあるので、注意すること。 

講義内容  

初回の授業において授業の全体計画を示す。 

教科書   

適宜資料を配付する。なお、欧州人権裁判所の判例は、その大部分がインターネットを通じて入手可能である

ため、授業で取り扱う判例については、各自で入手されたい。サイトのアドレス、入手すべき判例などの必要

事項は、授業開始前に受講者希望者に送付する。 

参考文献  

適宜配布又は指摘する。 

成績評価  

平常点及び講義後に提出することが求められるレポートによる。 

 

EU 科目名：Human Security / 開講大学での科目名：特殊講義（人間の安全保障） 

大学・研究科 担当教員 時限 教室 

大阪大学大学院国際公共政策研究科 栗栖 薫子 後期（金曜日６時限） 演習室Ｂ

授業の目的  

「人間の安全保障」をテーマにとりあげ、同概念が登場した政治的、学問的背景を考察したのちに、国際機関

やカナダ政府などが同概念をどのように位置付けているのか概観する。そのうえで、日本の国際政策にとって

の「人間の安全保障」の意味と、今後の方向性について考える。 

履修条件・受講条件  

各項目に関する講義のあとで、関連文献を読みディスカッションを行う。報告担当者は、必ず３０分程度のア

ウトラインを準備しておく。 

講義内容  

1.安全保障概念の拡散とその背景 

B. Buzan, People, States and Fear, NY: Harvester Wheatsheaf, 1991. 

P. Stares ed., The New Security Agenda: A Global Survey, Tokyo: JCIE, 1998. 

中西寛論文、赤根谷論文：赤根谷・落合編『新しい安全保障論の視座』亜紀書房。 

２. 人間の安全保障-概念的考察 

Roland Paris, “Human Security,” International Security, Vol.26, No.2 (Fall 2001), pp.87-102. 

G. King and C.Murray, “Rethinking Human Security,” Political Science Quarterly, Vol.116, No.4, 

(Winter 2001-2002) pp.585-610.  

栗栖「人間の安全保障」『国際政治』１１７号、１９９８年；栗栖論文、赤根谷・落合編『前掲書』。 

土佐弘之『安全保障という逆説』青土社、２００４年 

青井千由紀論文『国際安全保障』（人間の安全保障特集）２００３年；佐藤誠三郎「国防がなぜ安全保障に

なったか」『外交フォーラム』１９９９年特別篇；Robert Jackson, Global Covenant, chps. 7 and 8。 

３.国際機関の政策と人間の安全保障 

星野俊也「『平和強制』の合法性と正統性-『集団的人間安全保障』の制度化を目指して-」『国際法外交雑
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誌』第 101 巻第 1号（2002 年 5 月）；Human Security Doctrine for Europe, Barcelona Report of the Study 

Group on Europe's Security Capabilities, 2004. 

UNDP『人間開発報告書 1994』国際協力出版会；マブーブル・ハク『人間開発戦略』日本評論社。 

Comission on Human Security, Human Security Now, 2003（人間の安全保障委員会『人間の安全保障の今日

的課題』朝日新聞社、２００３年）；栗栖「２１世紀の人間安全保障-規範的国際関係論からの一試論」（法

政大学出版）近刊。 

永田博美「破綻国家の再建と警察改革支援の役割」『国際安全保障』（前掲）。 

Nicholas Wheeler, Saving Strangers: Humanitarian Intervention in International Society, Oxford UP, 

2002; L.R. Melvern, A People Betrayed: The Role of the West in Rwanda's Genocide, ZED Books, 2000; 

ICISS, Responsibility to Protect. 

４.カナダと日本の国際政策 

加藤普章論文：勝俣誠編『グローバル化と人間の安全保障』日本経済評論社；Freedom from Fear, Canadian 

Department of Foreign Affairs and international trade; Akiko Fukushima, "Human Security: Comparing 

Japanese and Canadian Governmental Thinking and Practice,"2004.  

『国際問題』（人間の安全保障特集）２００４年；星野俊也「人間安全保障と日本の国際政策」『国際安全

保障』（前掲）。 

５．このほかアジア諸国やヨーロッパの概念と政策 

成績評価  

担当箇所の報告、ディスカッションへの参加、学期末エッセイ（A4 で５枚程度）を総合して評価。 

 


